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1. はじめに 

組織における多様性 (diversity) と組織学習 (organizational learning) の関係は、経営学に

おける中心的な研究課題である。多様性が組織学習に与える影響については、促進効果と阻

害効果の両面が理論的に提案されているが、実証的知見は一貫していない (van Knippenberg 

& Schippers, 2007; Williams & O’Reilly, 1998)。特に、多様性の種類によって異なる効果が生

じる可能性が指摘されているものの、表層的多様性と深層的多様性が組織学習の成果に与

える差異的影響を同時に検討した研究は限られている。 

本研究では、専門サービス組織（以下、PSFs: Professional Service Firms）に焦点を当て、

多様性と組織学習の関係を実証的に検討する。PSFs は専門知識を中核的資源とするため、

継続的な組織学習がその競争優位の源泉となる組織である (van Rooij & Merkebu, 2015; von 

Nordenflycht, 2010)。組織学習は知識の獲得、共有、統合、応用のプロセスを含み、その成果

は様々な方法で測定されうる。本研究では、特許事務所を分析対象とするため、特許登録率

を組織学習の成果指標として採用する。特許登録率は、特許事務所が蓄積した技術的・法的

知識を効果的に応用し、特許審査過程における課題を克服する能力を反映するため、組織学

習の成果を測定する適切な指標と考えられる。 

特に、日本の特許事務所は、本研究のリサーチクエスチョンを検討するための分析対象と

して適切である。特許事務所は、①高度に専門化された知識労働者である弁理士が中心とな

る組織であり、②多様な技術分野をカバーする必要があり、③特許出願と登録という明確な

学習成果を測定できるという特徴を持つ。さらに、日本という非西洋的文脈は、多様性理論

の文化的普遍性と特殊性を検討する機会を提供する。 

本研究では、多様性を表層的多様性 (surface-level diversity) と深層的多様性 (deep-level 

diversity) に区別し (Harrison et al., 1998)、日本の特許事務所におけるそれぞれの影響を分析

する。具体的には、表層的多様性としてジェンダー多様性を、深層的多様性として専門知の

多様性と経験多様性を検討し、これらが組織学習の成果（特許登録率）に与える影響を検証

する。 

 

 2. 理論的背景と仮説：諸刃の剣としての多様性 

多様性が組織学習に及ぼす影響については、主に二つの対立する理論的視点が存在する

 
1 本研究は、JST 次世代研究者挑戦的研究プログラム JPMJSP2136 の支援を受けて行われ

ました。 



2 

 

(van Knippenberg et al., 2004; van Knippenberg & Schippers, 2007)。 

第一の視点は、社会的カテゴリー化理論 (social categorization theory) に基づくものであり、

人々は自分と似た特性をもつ他者に対して親近感を抱き（類似性-魅力パラダイム）、異なる

属性をもつ他者との間に障壁を作る傾向があるとする (McPherson et al., 2001; Tajfel, 1978)。

この視点によれば、多様性はグループ内のコミュニケーションやコラボレーションを阻害

し、知識共有や学習プロセスに負の影響を与え、組織学習の成果を低下させる可能性がある。 

第二の視点は、情報・意思決定理論 (information/decision-making perspective) に基づくもの

であり、多様性は異なる知識、スキル、視点をチームにもたらすことで、創造的問題解決や

革新的思考を促進するという見方である (Bassett-Jones, 2005; Cox et al., 1991)。この視点に

よれば、多様なメンバーがもつ補完的な知識や経験が、組織学習のための豊かな基盤を提供

し、最終的に組織学習の成果を高める。 

これらの対立する視点を統合する鍵として、Harrison et al. (1998) は多様性を表層的多様

性と深層的多様性に区別することを提案している。表層的多様性は人口統計学的特性（性別、

年齢、人種など）に関連し、社会的カテゴリー化を促進しやすい。一方、深層的多様性は価

値観、知識、スキルなどに関連し、情報処理の多様性を促進する傾向がある。 

組織学習の成果は、組織が新しい知識を獲得し、それを既存の知識と統合し、実践に応用

する能力を反映する (Argote & Miron-Spektor, 2011)。PSFsのような知識集約型組織では、組

織学習の成果は特に重要であり、顧客問題の解決能力や専門的サービスの質として現れる。

特許事務所の文脈では、特許登録率は組織学習の成果を測定する適切な指標となる。特許出

願から登録までのプロセスでは、審査官からの拒絶理由に対応し、特許請求範囲を適切に修

正するなど、組織の学習能力が直接反映されるからである (Gittelman & Kogut, 2003; Somaya, 

2012)。本研究では、この理論的枠組みに基づいて、表層的多様性と深層的多様性が特許事

務所における組織学習の成果（特許登録率）に与える影響を検討する。 

 

(1) ジェンダー多様性と組織学習の成果 

ジェンダー多様性は表層的多様性の代表的な形態である。社会的カテゴリー化理論によ

れば、ジェンダーは即座に認識される顕著な特性であり、職場での他者の認識やグループ形

成に影響を与える (Joshi & Roh, 2009)。特に、男性が優位を占める専門職では、ジェンダー

に基づく偏見やステレオタイプが生じやすく (Reuben et al., 2014)、これが異性間の協力や知

識共有を制限する可能性がある。 

日本の特許業界は伝統的に男性優位であり、日本弁理士会によれば 2024年 3月時点で女

性弁理士は全体の 17%に過ぎない。このような状況下では、女性弁理士は数的マイノリテ

ィとしてトークン化されやすく (Kanter, 1977)、職業的アイデンティティよりもジェンダー・

アイデンティティが顕在化しやすい。その結果、ジェンダーに基づく社会的分断が生じ、知

識共有や協働的学習が阻害される可能性がある (Cummings, 2004; McPherson et al., 2001)。こ

れらの障壁は、組織の学習プロセスを妨げ、最終的に組織学習の成果（特許登録率）に負の
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影響を及ぼすと考えられる。 

一方で、情報・意思決定理論の視点からは、ジェンダー多様性は異なる視点や問題解決ア

プローチをもたらし、組織の認知的柔軟性を高める可能性がある (Østergaard et al., 2011)。

グループ間の相違は、異なる情報、視点、知識、スキルをもたらす (Cox et al., 1991)。この

豊富な知識と情報基盤は、学習の確固たる基盤となり、実験や議論などの学習行動を導き、

動機づけることができる (Marlow & Lacerenza, 2024)。女性がいることで、ソフトなマネジ

メントスキルや意思決定プロセスが改善され、創造性や革新性が高まる (Østergaard et al., 

2011)。これは、メンバー間の学習を促進する可能性がある。 

したがって、以下の二つの対立する仮説を提案する。 

仮説 1a : 特許事務所におけるジェンダー多様性（女性弁理士の割合）は、組織学習の成

果（特許登録率）と負の相関がある。 

仮説 1b：特許事務所におけるジェンダー多様性（女性弁理士の割合）は、組織学習の成

果（特許登録率）と正の相関がある。 

 

(2) 専門知の多様性と組織学習の成果 

専門知の多様性 (expertise diversity) は、組織メンバーが保有する専門的知識、スキル、能

力の多様性を指し、深層的多様性の代表である。 

まず、社会的カテゴリー化理論によれば、個人は専門知識を共有するサブグループを形成

する傾向があり、それが知識の断片化やコラボレーションの低下につながる可能性がある

と指摘されている (Carton & Cummings, 2012; Georgakakis et al., 2017)。チーム内の知識の断

層 (faultline) が強固であると、チームの分離や解散につながる可能性もある (Cooper et al., 

2014)。情報処理の需要が高い業界では、専門知識の断片化に伴うリスクが特に懸念される 

(Cooper et al., 2014)。PSFsは標準化されたプロセスよりも試行錯誤による学習に大きく依存

している (Morris & Empson, 1998)。特許法における多くの知識が暗黙的な性質を持つため、

技術的サブグループ間の知識の理解や伝達が困難になり、それによって学習効率が低下す

る可能性がある (Rico et al., 2007)。さらに、多様な専門知識の統合が難しく、調整上の課題

や運用上の複雑性の増大、生産性の低下につながる可能性がある (Bunderson & Sutcliffe, 

2002; Huckman & Staats, 2011)。専門知の多様性が高い企業では、知識のギャップを埋めるた

めに、より多くのコミュニケーション努力が必要となり、最終的に組織学習の成果（特許登

録率）を低下させる可能性がある (Rico et al., 2007)。 

一方で、情報・意思決定理論の視点からは、PSFs において、専門知の多様性は組織の知

識基盤を拡張し、異なる専門分野からの知識の再結合を促進する可能性がある (Dahlin et al., 

2005; Garcia Martinez et al., 2017)。専門知の多様性は、チーム内の創造的問題解決と情報処

理能力を高める。多様な専門知を持つメンバーは、異なる視点や解決策を提供し、集合的な

知的資源を豊かにする (Cox & Blake, 1991; Østergaard et al., 2011)。さらに、専門知の多様性

は、組織の吸収能力 (absorptive capacity) を高め、外部知識の獲得と統合を促進する (Cohen 
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& Levinthal, 1990)。これらのプロセスは、組織学習の質と効率を向上させ、最終的に組織学

習の成果（特許登録率）を高めると考えられる。 

したがって、以下の二つの対立する仮説を提案する。 

仮説 2a：特許事務所における専門知の多様性は、組織学習の成果（特許登録率）と負の

相関がある。 

仮説 2b：特許事務所における専門知の多様性は、組織学習の成果（特許登録率）と正の

相関がある。 

 

(3) 経験多様性と組織学習の成果 

経験多様性は、組織メンバーの職業経験年数の多様性を指し、これも深層的多様性の一形

態である。多様な経験レベルのメンバーからなるチームでは、ベテラン弁理士の深い技術的

専門知識と業界知識 (Faraj & Sproull, 2000) と、若手弁理士の最新の技術知識や新鮮な視点 

(Song et al., 2003) が補完的に機能する可能性がある。 

社会的カテゴリー化理論の視点からは、経験の差が大きい場合、組織内の権力構造に不均

衡が生じ、知識共有における非対称性につながる可能性がある (van der Vegt et al., 2006)。特

に、伝統と階層を重視する日本の組織文化の中では、経験の浅いメンバーの貢献が過小評価

され、シニアメンバーの知識や判断が過度に尊重される傾向がある。このような状況では、

経験多様性が知識共有や協働的学習を阻害し、組織学習の成果（特許登録率）を低下させる

可能性がある。 

一方で、情報・意思決定理論の視点からは、経験多様性は組織内の知識基盤を豊かにし、

異なる時期に蓄積された知識や視点の統合を促進する。さまざまな経験段階にあるメンバ

ーの相互作用は、暗黙知の伝達や組織記憶の形成を促進し (Nonaka & Takeuchi, 1995)、これ

が組織学習を強化し、特許登録率の向上につながる可能性がある (Hara & Schwen, 2006)。 

したがって、以下の二つの対立する仮説を提案する。 

仮説 3a：特許事務所における経験多様性は、組織学習の成果（特許登録率）と負の相関

がある。 

仮説 3b：特許事務所における経験多様性は、組織学習の成果（特許登録率）と正の相関

がある。 

 

3. 研究方法 

(1) データセット 

本研究のデータセットは、以下の手順で構築した。まず、年間特許出願件数と登録件数に

基づく日本の特許事務所ランキングを用いて、上位 200件のリストを作成した。次に、日本

弁理士会の名簿から、1999年から 2009年の間にこれらの特許事務所に所属していた弁理士

の情報を収集した。最後に、日本知的財産研究所 (IIP) のデータベース 2020 および発明通

信社の特許情報検索サービス (HYPAT-i2) を用いて、特許関連データを取得した。分析の信
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頼性を確保するため、期間中の平均弁理士数が 3 人未満の小規模事務所および大手法律事

務所（専業の特許事務所でない組織）、そしてデータに欠損のある事務所を除外した。最終

的なサンプルは 143件の特許事務所であり、1,420,033件の特許データを含んでいる。 

 

(2) 変数 

被説明変数（組織学習の成果指標）として、特許登録率を採用した。これは、当該年に対

象特許事務所が出願した特許のうち、最終的に登録された特許の比率である。各特許出願の

登録状況を追跡することで得られた変数である。この変数が高いほど、組織学習の成果が高

いことを意味する。説明変数は次の三つである。第一はジェンダー多様性である。この変数

は、当該年に対象の特許事務所における女性の割合である。第二は専門知の多様性である。

これは、対象の特許事務所が当該年において出願した国際特許分類の技術分野の集中度に

よって算出した。Hall (2002) に従って修正したハーフィンダール・ハーシュマン指数

(Herfindahl-Hirschman Index: HHI) を用いた。第三は経験多様性である。これは、当該年にお

ける対象の特許事務所の弁理士としての職務経験年数に基づいて測定した（シャノン・ウィ

ーナー多様性指数 (Shannon-Wiener diversity index) を利用し、平滑化定数として 0.01を用い

た）。制御変数は、リーダーの在任期間、メンバーの親密度、メンバー離職率と新入率、オ

フィス数、当該年の特許出願数、事務所規模、顧客数、特許請求の平均値、特許の平均ペー

ジ数、特許引用文書の平均値、特許拒絶理由通知の平均回数などを利用した。 

 

(3) 推計手法 

本研究ではパネルデータ分析を採用した。まず、ハウスマン検定を実施し、固定効果モデ

ルとランダム効果モデルのどちらが適切かを検討した結果、固定効果モデルが支持された。

内生性の問題に対処するため、すべての独立変数と統制変数に 1 年のラグを設定した。ま

た、多様性変数の非線形効果を検討するため、二次項を含めたモデルも推定した。分析には

Stata (v17) を使用した。 

 

4. 分析結果 

推計結果から、ジェンダー多様性（女性弁理士の割合）は組織学習の成果（特許登録率）

に負の影響を与えることが示された (β= -0.064, p < 0.05)。この結果は、ジェンダー多様性が

職場内の社会的分断を生じさせ、知識共有の障壁となるという社会的カテゴリー化理論の

視点を支持するものである。一方、専門知の多様性は組織学習の成果（特許登録率）に正の

影響を与えることが明らかになった (β= 0.194, p < 0.01)。この結果は、多様な専門知の組み

合わせが知識の再結合を促進し、組織の認知的柔軟性を高めるという情報・意思決定理論の

視点を支持するものである。経験多様性については、組織学習の成果（特許登録率）との間

に統計的に有意な関係は見られなかった。したがって、仮説 1a と仮説 2bは支持されたが、

仮説 3a と仮説 3b はどちらも支持されなかった。追加分析においてそれぞれの多様性変数
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の二次項を投入したが、いずれも統計的に有意ではなかった。 

 

5. 考察  

本研究では、組織における多様性と組織学習の関係について二つの重要な理論的拡張を

示した。第一に、表層的多様性と深層的多様性が組織学習の成果に対照的な影響を与えると

いう理論的予測 (Harrison et al., 1998; van Knippenberg & Schippers, 2007) を実証的に支持す

る証拠を提供した。表層的多様性（ジェンダー多様性）が社会的カテゴリー化プロセスを通

じて組織学習の成果を阻害する一方で、深層的多様性（専門知の多様性）が情報・意思決定

プロセスを通じて組織学習の成果を促進するという対照的な効果が明らかになった。 

第二に、本研究は、多様性の効果に関する文化的文脈の重要性を示した。日本の特許事務

所におけるジェンダー多様性の負の影響は、西洋諸国と比較して男女の社会的役割分化が

より顕著な日本の文化的文脈において、ジェンダーに基づく社会的カテゴリー化がより強

く働くことを示唆している。このことは、多様性の効果が普遍的ではなく、文化的・制度的

文脈によって調整される可能性を示している (Joshi & Roh, 2009)。 

理論的意義として、本研究の結果は、PSFs における多様性と組織学習の関係について重

要な示唆を提供する。ジェンダー多様性の負の影響は、表層的多様性が必ずしも組織学習に

プラスの効果をもたらさないことを示し、多様性効果の文化依存性を示唆している。日本の

ような集団主義的で性別役割分業が強い社会では、ジェンダーに基づく社会的カテゴリー

化が知識共有や協働的学習を阻害する可能性があるのかもしれない。一方で、専門知の多様

性の正の影響は、深層的多様性が組織学習にもたらす価値を示しており、特許事務所では多

様な専門知識が創造的問題解決や戦略的応用を促進し、特許登録成功率向上に寄与したと

解釈できる。最後に、経験多様性の効果が見られなかったことは、正負の効果が相殺された

可能性や、日本特有の組織文化が影響した可能性を示唆している。 

実務的意義として、PSFs のマネジメントへの示唆として次の点が挙げられる。第一に、

組織学習重視の観点からは、専門知の多様性を戦略的に促進すべきである。第二に、ジェン

ダー多様性については単に女性の数を増やすだけでなく、社会的カテゴリー化を弱め共通

の専門的アイデンティティを強化する取り組みが必要であろう。第三に、各弁理士が主要専

門分野を深めつつ他分野の基本知識も獲得できる「T字型スキル」の開発支援が重要である

と考えられる。 

本研究の限界として、日本の特許事務所のみを対象としている点、特許登録率のみを成果

指標とした点などが挙げられる。今後は文化的・制度的文脈の役割、多様性次元間の相互作

用効果、縦断的アプローチによる時間的変化の解明が重要な研究課題である。 
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Abstract: We investigate the complex relationship between diversity and organizational 

learning in Japanese patent offices, a knowledge-intensive context. Challenging the 

assumption that diversity uniformly fosters learning, we examine the contrasting effects 

of surface-level (gender) and deep-level (expertise, experience) diversity on patent 

registration rates, a key learning outcome indicator. Using social categorization and 

information/decision-making theories, we hypothesize that these diversity dimensions 

may have opposing effects. Analyzing panel data from 143 firms and 1,420,033 patent 

applications between 1999 and 2009, we find that greater gender diversity significantly 

reduces patent registration rates, while expertise diversity enhances them. Experience 

diversity exhibits no significant impact. Our findings confirm that surface-level and deep-

level diversity differentially affect organizational learning, highlighting the importance of 

cultural context: In Japan's collectivist society, gender-based social categorization appears 

to impede knowledge sharing, dampening the benefits of diversity. This research 

contributes to diversity management literature by demonstrating how cultural context 

moderates the relationship between diversity and organizational learning in non-Western 

professional service contexts. Practically, our findings underscore the importance of 

fostering shared professional identities to mitigate the negative effects of demographic 

diversity while leveraging the benefits of expertise diversity. Future research should 

explore these dynamics in other cultural and institutional settings. 
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